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特 集 女性リーダー職のキャリア形成支援

法人コンサルティング分野へのリスキリングと早期登用により
多様な人材が強みを活かして活躍できる組織に

【企業事例】 株式会社山陰合同銀行 島根県

2002年4月入行。営業店2カ店、本部3部署経た後、2022年7月人事
部人材開発グループ長に就任。2022年に発足した「女性活躍推進
チーム」のチーム長を務め、2026年4月よりダイバーシティ推進グ
ループ長を兼務。

株式会社山陰合同銀行
人事部
人材開発グループ兼
ダイバーシティ推進グループ
グループ長

石田 恵美理 氏

―2021年に長年社内で経験を積まれた女性が役員に就任され
ましたが、近年、女性のキャリア支援を加速されている背景に
ついてお聞かせください。

厳しいマーケット環境の中で、地域を支える銀行とし
て、地域とともに持続的に発展し成長していくためには、性別に
かかわらず戦略分野を担う人材の層を厚くしていくことが必要だ
と考えておりました。そうした中で、野村證券とのアライアンスや
店舗ネットワークの再編、事務の効率化などの構造改革を進め、
そこで捻出した人員を法人コンサルティング分野やデジタル分野
などの戦略分野・重点エリアへ再配置し、体制強化を図りました。
特に女性リーダーの育成については重要な課題として認識し、
取組みを進めてきました。勤務エリアを限定して働く行員の大半
が女性でしたが、その方々の業務は、預り資産や窓口業務が中
心であり、法人コンサルティング分野の経験がないことが、キャリ
ア形成の障壁となっていました。
そこで、2021年から勤務エリア限定の行員に対して、法人コン
サルティング分野へのリスキリングを重点的に進めました。また、
翌年の2022年には人事制度を改定し、勤務エリア限定のエリア
職を廃止し総合職に一本化するなど、活躍する人を積極的に評
価する環境を整えました。同年にはキャリア開発体系も見直し、
より専門性を高めながらキャリアを形成できる仕組みへと変え
ていきました。

―実際にリスキリングで学ばれた方々の反応はいかがでした
か。

リスキリング実施に際しては、組織として、人事部内に
専任者を配置し、研修コンテンツなどの準備をしっかりと進めた
上で、一人ひとりと面談を行いながら丁寧に育成をサポートする
とともに、所属長とも連携し、習熟度に応じて育成レベルをきめ
細かく管理することで、体系的な育成を行いました。
また、営業地域ごとに教育専担者も配置し、業務知識や事務
スキルの習得をきめ細かくサポートしました。
正直、リスキリング対象者からは、初めての業務ということもあ
り、不安の声はたくさんありました。そこで、この不安を解消すべ
くまたモチベーション維持を図るため、各地に点在するリスキリ
ング対象者の女性同士の座談会を実施するとともに、人事部か
ら好事例の発信などを継続的に行いました。今では、各地で活
躍する女性の姿を見て、「私も頑張ろう」というモチベーションに
つながっています。また、経験を積み、現在では山陽・関西エリア
で活躍している行員もいます。

―2022年には、従業員の発案で女性活躍推進チームも発足され
ていますね。

行内公募で集まった男女32名で活動をスタートしまし
た。まずは全従業員を対象にアンケートを実施し、その結果とメ
ンバーの思いをもとに、当行が女性活躍先進企業となるための
優先アクションを立案し、「女性自身の意識改革」と「管理職の意
識改革」に関する施策を経営陣に提言しました。
「女性自身の意識改革」としては、13ブロックある全営業エリア
で「女性役員との座談会」を約1年かけて実施しました。300人を

従業員発案により女性活躍推進チームを発足し
様々な活動が展開

体系立ててリスキリングを行いキャリア形成に必要な
法人コンサルティングが担える体制に

2011年4月入行。営業店3カ店を経た後、2021年2月人事部人材開
発グループに異動。2022年10月より人材戦略グループ（給与、福利
厚生）を担当し、2026年4月よりダイバーシティ推進グループを兼
務。

株式会社山陰合同銀行
人事部
人材戦略グループ兼
ダイバーシティ推進グループ
企画役

仙石 琢馬 氏

石田氏：

石田氏：

石田氏：

超える女性職員が
参加し、「女性役員
の考えを聞き、自身
のキャリア形成に
対して前向きにな
れた」といったポジ
ティブな声が数多
く寄せられました。

2024年からは、
女性管理監督者
（課長相当職）を対
象に、経営的な視
点や視座を養う「経
営マインド養成研
修」を実施していま

す。研修直後だけでなく、そのマインドを継続していくことも重要
だと考え、一定の期間を置き複数回実施するインターバル研修も
今後実施を検討しています。
また、女性の支店長代理層（係長相当職）向けには外部講師に
よるキャリア研修を行っています。実施後のアンケートでは、業務
に対する取組み姿勢にも変化が見られています。

―「管理職の意識改革」としては、どのような活動をされたので
しょうか。

2025年に全所属長を対象とし部下育成力強化研修を
実施しました。2日間にわたる研修で、1日目は部下との人事面談
におけるスキルの向上、2日目はお客さまへの提案スキル向上を
目的とした内容です。研修後は、面談時の部下の反応に変化が
見られるようになったほか、営業推進の成果にもつながりはじめ
ています。こうした効果を踏まえ、今後も継続して実施していきた
いと考えています。また、今年度は所属長だけでなく、部下を持
つ役席層にも対象を広げて展開していく予定です。

―いろいろな取組みを進めていく中で、経営層の巻き込みとい
うのも重要なポイントになると思いますが。

経営層は、女性活躍や多様性の推進について継続的
にメッセージを発信しています。経営層がこうした取組みの重要
性を十分に理解していて、頭取も自らが従業員と直接対話する
「頭取との意見交換会」を定期的に実施しています。昨年も全営

業エリアを訪問し、経営ビジョンをはじめ、多様性や女性活躍推
進に対する考えや姿勢を伝えました。従業員からは日頃の想い
や悩み、施策への意見が寄せられ、相互理解や気づきを得られ
る機会となっています。

―意見交換では思ったことを言えるような雰囲気なのですね。
従業員の声から実際に施策につながったこと等がありました
らお聞かせください。

小さな要望も含めると、実現したものは数多くありま
す。頭取と直接話すのは緊張すると思われがちですが、フランク
に話せる雰囲気を頭取自身が作っていることで、参加者もリラッ
クスでき、活発な意見交換の場となっています。

2024年度からスタートした中期経営計画では、「10年後
に目指す姿」の実現に向けて戦略や目標を策定しています。財務
指標に加えて人的資本指標を設定し、女性管理職比率の目標を
定めて様 な々施策に取り組んでいます。具体的には、管理職にお
ける女性比率について、課長相当職以上は2026年度末までに
25％以上、係長相当職以上は30％以上とする目標を掲げていま
す。これに対し、2025年度には連結ベースで、課長相当職以上が
25.5％、係長相当職以上が36.0％となり、いずれも前倒しで達成し
ました。2024年には「プラチナえるぼし（厚生労働省）」の認定を受
け、「なでしこ銘柄（経済産業省）」にも3年連続で選定されました。

―「なでしこ銘柄」は銀行業で唯一の選定企業ですね。女性管
理職が増えたことで感じられている変化はありますか。

2021年に女性役員が誕生し、今では法人コンサルティ
ング分野に限らず、さまざまな分野で活躍する女性が増えたこと
で、職場の雰囲気も変わってきたと感じています。会議の場にお
いても以前より意見を出しやすくなり、男性とは異なる視点から
活発な議論が交わされる場面も増えました。こうした変化を通じ
て、組織における多様性の重要性を改めて感じています。

長年にわたる継続的な取組みの成果として、現在では
第一線で活躍する女性が数多く育ってきました。そうした女性た
ちがロールモデルとなり、その姿を見ながら、次世代を担う後輩
たちも自律的に成長していると感じています。さらに、各種研修
やリスキリングを通じて、専門的なスキルの向上も着実に進んで
います。現在、島根、鳥取両県の店舗においては法人コンサル
ティング担当者の約半数を女性が占めています。そのため、女性
が法人コンサルティングを担当することは特別なことではなく、
当たり前の姿となっています。    

頭取が自ら従業員と直接対話
相互理解や気づきを得られる機会に

女性役員との座談会

女性管理監督者向け「経営マインド養成研修」
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特 集 女性リーダー職のキャリア形成支援

ポートフォリオ経営の実現に向けて
意欲ある女性の成長を後押し、多様な価値創出へ

【企業事例】 東京ガス株式会社 東京都

現場および本社での総務、経理、人事など幅広い実務経験を積む。育児休職やライフステージ
における様々な経験を経て、2022年より現職。企業理念に基づく「挑戦による成長」「多様性を
力に」をテーマに、グループ全体での挑戦を促す仕組みの構築や DE&I推進に従事。現在はチー
ムリーダーとして、社員一人ひとりの行動変容と、組織全体の文化改革に取り組んでいる。

東京ガス株式会社
人事部人事戦略Ｇ  挑戦と多様性推進T宮沢 有紀子 氏

―御社は男性の比率が約8割と高い中で、早くから女性活躍推
進に取り組まれ、2024年からはDE&I推進担当の執行役員も
任命される等、さらに推進を強化されていますね。

「2030年経営ビジョン」において、ガス事業中心の事業
構造から電力事業やソリューション事業、海外事業を含むポート
フォリオ経営への変革を進めています。そのためにも多様な人材
が活躍できる組織への変革が重要だと考えており、経営戦略と
して明確に打ち出しています。
当社の最も重要な資産は「人」であり、多様な社員一人ひとりの
挑戦する力が持続的な企業価値につながるとの考えのもと、
2024年に人材開発委員会が設置され、DE&I推進担当役員が任
命されるなど推進体制が強化されました。今年度からの中期経
営計画においても、「価値を生み出す原動力」として、「多様な人
材の尊重と挑戦による成長」を掲げ、様々な取組みを進めていま
す。

―具体的にはどのような取組みでしょうか。

女性活躍推進を進めていく中で、「なぜ取り組むの
か」、「女性自身は望んでいないのではないか」といった声を耳に
することもありました。そこで、昨年5月に全女性社員を対象とし
たキャリアに対する意識調査を実施しました。昇進意欲について
は「昇進したい」、「まあまあ昇進したい」を合わせて74％と、多く
の女性社員が前向きに捉えていることが分かりました。特に20
代では約9割が昇進意欲を持っており、とても心強い結果でし
た。一方で、結婚や出産など将来のライフプランを考えたときに
迷いや不安を感じているという声も多く聞かれました。
そこで2025年には、20代女性社員を対象に「キャリアライフ・
ビュッフェ」を開催しました。役員や30代女性社員からリアルな

体験を話しても
らい、参加者同
士が交流できる
場も設け、アン
ケートでは満足
度100％でした。
また、「ライフデ

ザインが明確になった」と答えた人は調査時の14％から60％に
増加し、一定の効果があったと感じています。
他にも「教えて、人事部長。女性活躍のホンネ」と題して、執行
役員人事部長と人事戦略マネージャーの男性2人を囲んで、女性
社員が日頃感じている疑問や不安について語り合う機会を設け
ました。「女性は数合わせで育成されている、ということはないの
ですか？」、「時短勤務だと評価されないのでは？」といった質問
が女性たちから投げかけられ、人事部長からは「性別や働き方に
よって評価にバイアスがあってはいけない」との考えとともに、仕
事に取り組む姿勢や成果を見て、能力や実績に基づいた評価を
行っていることを改めて伝えました。
当日はライブ配信を行い、約600人が視聴しました。さらに後
日には、対話の内
容をAIで2～3分
程度のラジオ形
式に要約してイン
トラネットに掲載
したところ、気軽
に聴けると非常に
好評でした。

―様々な工夫を凝らして周知されているのですね

研修などを通じて知識として理解してもらうことも重要
なのですが、講義形式だけでなく、対話の場にしたりラジオ配信
するなど、様 な々アプローチを取り入れて展開しています。

宮沢氏：

対話の機会を設けて
キャリアへの不安解消を図る

宮沢氏：

宮沢氏：

「キャリアライフ・ビュッフェ」には50名近くが参加

人事部長と女性社員の対話の様子

【企業事例】 株式会社山陰合同銀行 島根県

―若手がより早い段階で登用されるようになったとのことですね。

2022年の人事制度見直しでは、総合職への一本化にあ
わせて、評価制度も改定しました。これにより、支店長代理層（係
長相当職）は従来より約2年、管理監督者（課長相当職）は約4年
早く登用できるようになりました。
さらに、従業員一人ひとりの挑戦意欲を高め、能力を最大限発
揮できる組織を目指し、2025年7月には年功序列的な要素を見直
し、役割や貢献度を重視した報酬体系へ移行しました。
年齢に関係なく、成果や成長に応じた評価が可能になったこ
とで、モチベーションの向上にもつながっていると感じています。
併せて、長く意欲的に活躍できる環境づくりにも取り組み、定
年を60歳から65歳へ引き上げ、役職定年も55歳から60歳へ延長
しました。さらに、専門人材の活躍を後押しするため、新たにスペ
シャリストコースを設けました。マネジメント職だけでなく、高い
専門性を磨きながら活躍できるキャリアパスを明確化し、多様な
人材がそれぞれの強みを活かして活躍できる組織にしていきた
いと考えています。

―御行では育休や時短勤務は長期間の取得が可能になってい
ますね。最近は、長期間の取得がキャリア形成に影響を及ぼ
すとも言われていますが、そのあたりはいかがですか。

取得期間は人それぞれなので一概には言えませんが、
長く取得できるということが安心感にもつながり、職位にかかわ
らず取得しやすい環境になっていると思います。また、育休を取
得したことを理由に昇格や昇進が不利になることはありません。
今年の1月からフレックスタイム制度の対象者を、育児・介護の
ために短時間勤務や時間外勤務の免除制度を利用する行職員
にも拡大しました。時短勤務の場合は、決められた勤務時間のパ
ターンでの勤務でしたが、例えば、子どもの急な発熱時に早く帰
る代わりに、家族の協力がある日はフルタイムで働く等、所属長と

相談しながら柔軟な働き方が可能になりました。また夕方からの
研修も、これまで時短勤務は途中で退席せざるを得なかったの
ですが、フレックスを活用することで最後まで参加できるように
なりました。

―般的に、地域によって性別役割分担意識が根強く残っている
と聞きますが、御行においても様々な施策を推進していく上
で、そうした意識の影響は感じることはありますか。

地域や世代によって、性別役割分担に関する意識は
様々な違いがあると感じています。一方で、行職員一人ひとりが
経験値や信頼を積み重ねる中で、そうした見方も変化していると
感じています。例えば、女性の法人コンサルティング担当について
も、現在では性別にかかわらず活躍することが自然に受け入れ
られる環境が広がってきています。
最近ではお取引先の企業さまから「女性活躍をどのように進
めていけばよいか」、「社内でどのように理解を広げていけばよい
か」といったご相談をいただく機会も増えています。こうした声を
受け、当行としても、地域のみなさまとともに多様な人材が活躍
できる環境づくりを進めていくことが重要だと考えるようになり
ました。その一環として、2024年から実施していた「女性役員との
座談会」を発展させた「女性活躍 異業種交流会」を開催し、地域
で働く女性の新たなネットワークづくりの場を展開しています。

昨年は500人以上の方に集まっていただき、同じ地域で
働く女性同士の交流の場となりました。自治体等とも連携しなが
ら、地域全体の機運向上にもつながる重要な取組みとして、今後
も継続していきたいですね。

やはり制度面の整備だけではなく、一人ひとりが能力
を十分に発揮して挑戦し続ける組織にしていくことが大切だと
思います。女性に限らず、全員が能力を発揮できるような人材育
成に取り組み、次世代のリーダーが着実に育っていく組織を作っ
ていきたいと考えています。

年功序列的な要素を見直し、
多様な人材がそれぞれの強みを活かせる組織へ

地域全体の機運向上にもつながる重要な取組み
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株式会社山陰合同銀行
DATA

創　　　業
本社所在地
事 業  内  容
従  業  員  数
平  均  年  齢
平均勤続年数

1878（明治11）年12月1日
島根県松江市魚町10番地
銀行業
正社員1,793名（男性956名、女性837名）
正社員40.9歳（男性42.8歳、女性38.9歳）
正社員17.1年（男性18.6年、女性15.5年）

（2026年3月31日時点）
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法人営業担当者の男女比
山陽の法人営業担当者のうち

約半数は女性

法人営業部門
山陽・関西・東京・法人S部門 21/4月比+73名

244

38
61
706

山陰・関西

東京

法人
ソリューション部

山陰

26/4月

363

230

24
67
711 +40名

+33名

24/4月

390

211

16
43
702

21/4月

432

216

9
43
614

18/4月

346


